
多文化共生の潮流と

福井県に期待される今後の取り組み 

NPO法人多文化共生マネージャー全国協議会
代表理事 土井佳彦

第２次福井県多文化共生推進プラン 第1回策定委員会
2025年7月9日(水)14:30〜16:30

1

＜プロフィール＞

１９７９年、広島市生まれ。大学で日本語教育を学び、
卒業後、大学や日本語学校、地域の日本語ボランティア
教室で日本語教育に従事。東日本大震災以後、全国
各地の大規模災害の支援活動に関わる。
２０１２年から多文化共生分野のNPOを本業とし活動中。

【学歴】
1998/3 広島市立舟入高校 卒業
2002/3 倉敷芸術科学大学教養学部教養学科 卒業
2011/3 南山大学大学院人間文化研究科教育ファシリテーション専攻 修了

【職歴】
2008/4-2012/3 名古屋大学「とよた日本語学習支援システム」システム・コーディネーター
2008/10-現在  多文化共生リソースセンター東海 代表（現、代表理事）
2011/04-現在  静岡文化芸術大学 非常勤講師
2012/04-現在  日本福祉大学 非常勤講師
2015/04-現在  名古屋外国語大学 非常勤講師

【役員】
2009/10-現在 NPO法人多文化共生リソースセンター東海 代表理事
2018/06-現在 NPO法人多文化共生マネージャー全国協議会 代表理事
2019/06-22/05 移民政策学会 理事
2022/06-現在 (公社)日本語教育学会 理事

【その他】
2011/04-現在  （一財）自治体国際化協会「地域国際化推進アドバイザー」
2016/04-現在  文部科学省「地域日本語教育推進アドバイザー」
2018/04-現在 総務省「災害時外国人支援情報コーディネーター研修」ファシリテーター

土井佳彦（Yoshihiko Doi）

https://note.com/doiworks

doiyoshihiko76@gmail.com

自己紹介
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「多文化共生」とは？
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今、街づくりのキーワードとして「共⽣」が課題となっている。
ひとつは、⾃然との共⽣である。
ふたつめは、外国⼈との共⽣である。

外国⼈との共⽣は、異⽂化の尊重やふれあいにとどまらず、異⽂
化との競合、融合、もっと⾝近にひきつけていえば隣⼈としての外
国⼈とのつき合いができることであり・・・

韓国・朝鮮の⾷⽂化、⾔語、舞踏、歌などの⽂化が⽇本の⽂化と
のぶつかりあいの中で新たな⽂化を形成し、⽇本⼈と外国⼈が隣⼈
同⼠としてつきあうことのできる街づくりが、おおひん地区の個性
を⽣かした街づくりになる。

一般社団法人川崎地方自治研究センター（1992）「おおひん地区街づくり協議会プランニング作業委員会報告書」p.72

「多文化共生」のはじまり①
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一般財団法人ダイバーシティ研究所（2020）「外国人地震情報センター資料集 多文化共生アーカイブ（1）」より

「多文化共生」のはじまり②
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1995年1⽉22⽇「外国⼈地震情報センター」発⾜
1995年10⽉1⽇「外国⼈地震情報センター」から「多⽂化共⽣センター」に改称

●設立趣旨
外国人住民に係わる施策や活動状況に関する情報交換を行うなかで、地域で顕在化しつつ

ある様々な問題の解決に積極的に取り組んでいくこと。
こうした諸活動を通じて、分権時代の新しい都市間連携を構築し、今後の我が国の諸都市に

おける国際化に必要不可欠な外国人との地域共生の確立をめざしていく。

●事業内容
①会員間の連絡調整及び諸会議の開催
②外国人住民に関る施策に関する調査研究
③国、都道府県、経済界等に対する政策提言

●会員都市 ＊2022年4月1日現在、（ ）内の数字は加入年度（平成）

群馬県 太田市、大泉町(13)
長野県 飯田市(13)、上田市(17)
静岡県 浜松市(13)
愛知県 豊橋市、豊田市(13)、小牧市(19)
三重県 四日市市、鈴鹿市(13)、津市(19)、亀山市(21)
岡山県 総社市(22) 計13都市

（退会）
愛知県： 西尾市、岡崎市、知立市、
岐阜県： 可児市、大垣市、美濃加茂市
静岡県： 磐田市、湖西市、富士市、袋井市、掛川市、菊川市
三重県： 伊賀市
滋賀県： 愛荘町、伊勢崎市、長浜市、甲賀市、湖南市

外国人集住都市会議（2001年〜）
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●設置目的
日系ブラジル人が多数居住する県市が一致協力して、多文化共生社会の形成に向けて
総合的かつ効果的な取組を進めること
平成16年3月 設置（群馬県、岐阜県、静岡県、三重県、愛知県、名古屋市）
平成19年4月 長野県参加
平成20年4月 滋賀県参加

●組織体制
群馬県(生活文化部国際課)、長野県(人権・男女共同参画課)、岐阜県(総合企画部国際課)
静岡県(県民部多文化共生室)、愛知県(地域振興部国際課多文化共生推進室)
三重県(生活・文化部国際室)、滋賀県(商工観光労働部国際課)、名古屋市(市長室国際交流課)

●主な役割
①効果的な施策を行うため、施策情報及び意見の交換

②連携することで効果が高まる事業の協働実施
③関連する法制度の理解を高め、創設・改正すべき点の検討

●これまでの主な取組（国への要望・提言）
平成17〜26年度 年に2,3回
平成27年度〜 年に１回

多文化共生推進協議会（2004年〜）

計7県1市
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日本人も外国人も安心して生活できる多文化共生の社会が形成されることを切に希望する。

日本経済団体連合会（2004）
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総務省（2006）「多文化共生の推進に関する研究会報告書」p.5

総務省（2006）
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作図：田村太郎（多文化共生センター大阪）

「多文化共生」とは？
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（2006年3月）
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在留外国人数の推移（全国）

【出典】出入国在留管理庁「令和6年末現在における在留外国人数について」

＋90万人
＋100万人

▲17万人

12



国籍・地域別在留外国人の割合（全国）

【出典】出入国在留管理庁「令和6年末現在における在留外国人数について」
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在留資格別在留外国人の割合（全国）

【出典】出入国在留管理庁「令和6年末現在における在留外国人数について」
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在留資格別外国人労働者の割合（全国）

【出典】厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況について（令和6年10月末）」
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「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和６年10月末現在）
～外国人労働者数は約230万人。過去最高を更新。～

17

18



「骨太の方針2023」（抜粋） ※2024以降も、ほぼ踏襲

Ø 2033年までに外国人留学生の受入れ年間40万人

Ø 卒業後の国内就職率６割等の実現

Ø 現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消

Ø 人材確保と人材育成を目的とした新たな制度を創設

Ø 特定技能制度は、制度を見直して適正化を図った上で引き続き活用

Ø マイナンバーカードと在留カード の一体化

Ø 日本語教育の推進体制の大幅な強化・拡充

Ø 外国人児童生徒等の就学促進

Ø 難民に準じて庇護すべき者に対して適切な支援を実施
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2023年9月17日 東京新聞（共同通信）
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出典 朝日新聞（2024年7月8日）
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令和９（2027）年度〜

22



2019年末 2020年末 2021年末 2022年末 2023年末 2024年11月 2025年末 2026年末 2027年末 2028年末 2029年末
特定技能１号（合計） 1 30 98 303 488 640
1年目 1 29 68 205 185 152
2年目 1 29 68 205 185 152
3年目 1 29 68 205 185 152
4年目 1 29 68 205 185 152
5年目 1 29 68 205 185 152
特定技能２号（可能性）

1年目 1 29 68 205 185 152
2年目 1 29 68 205 185
3年目 1 29 68 205
4年目 1 29 68
5年目 1 29
6年目 1
合計 1 30 98 303 488 640
10%が家族帯同 3 10 30 49 64
30%が家族帯同 9 29 91 146 192
50%が家族帯同 15 49 152 244 320

（参考）K県K市における「特定技能２号」家族帯同者数の予測

配偶者とその子どもたちへの
各種支援体制の構築は急務！
（日本語も日本社会の知識もゼロ）23
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福井県への期待① 計画に縛られない柔軟な取組を！

【出典】株式会社フィープラーニング

ウーダ

ヴーカ Volatility（変動）
Uncertainty（不確実）
Complexity（複雑）
Ambiguity（曖昧）
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将来を見据えて、必要な社会資源を発掘・創出・育成し、
地域課題の早期発見と拡大防止

そして多様性豊かなまちづくりにつなげる

福井県への期待② 社会資源の収集・整理・活用を！
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多文化共生＝

× 外国人支援

◯ 地域づくり

× 人手不足の穴埋め

まとめ
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